
「中部地域の景況感の現状(７～９月期)と

見通し(来年１～３月期まで)」

〔今回のポイント〕

中部地域の景況判断

７～９月期の中部地域の景況判断（「良い」－「悪い」社数構成比）は、２

期連続して改善した（前期に比べ21.8ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲６６.３）。水準それ自

体は過去の最悪期と同程度ながらも、危機的状況は脱したものと見られる。

雇用や製造業における機械設備の過剰感、及び建設業の業績判断も改善に転

じた。しかしながら、その足取りは総じて重いものとなっている。

先行きについては、過度に悲観的な見方は後退したが、依然として米国経済

や個人消費の先行きへの懸念には根強いものがある。景気対策の息切れや、新

型インフルエンザによる影響なども不安材料として認識されている。

〔調査の概要〕

◎調査時期 ： 平成 21 年８月 20 日～９月９日

◎回 答 ： ３０４社 （回答率 43.2％、対象７０１社）

→(予測)

(+21.8P)
7-9月期

▲ 24.9

▲ 43.7

▲ 66.3
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(1)中部地域の景況判断 〔現況判断・見通し ： 「良い」－「悪い」 〕

→(予測)

(+21.8P)
7-9月期

【景況判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[６月] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

88.1% 11.9% 0.0% ▲ 88.1

[今回] １ :悪い ２ :さほど良くない ３ :良い Ｄ.Ｉ. (良い-悪い)

66.3% 33.7% 0.0% ▲ 66.3

◎先行きについては、過度に悲観的な見方が弱まっており、来期にかけ
て改善傾向が続くものと見られている。

◎景況感は、２期連続して改善した（前期に比べ21.8ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲
66.3）。水準それ自体は過去の最悪期と同程度ながらも、危機的状況を脱
したものと見られる。

[現状]

[今後]

21.8p

▲ 24.9

▲ 43.7

▲ 66.3
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(2)機械設備水準判断（製造業） 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

→（予測）

(+1.5P)

【機械設備水準判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[６月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

76.7% 23.3% 0.0% ▲ 76.7

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

75.2% 24.8% 0.0% ▲ 75.2

◎先行きについては、来期にかけて6.4ﾎﾟｲﾝﾄの改善にとどまるように、
改善のテンポはこれまでの落ち込みのテンポに比べ緩やかなものにな
るものと見られている。

1.5p

[現状]

[今後]

◎製造業における機械設備水準判断は、6期ぶりに改善した（前期に比べ
1.5ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲75.2）。しかしながら、過剰感の極めて強い状況が続
いている。

◎「過剰」とする企業が４分の３の状況が続いている。

▲ 59.8

▲ 75.2

▲ 68.8
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(3)雇用判断 〔現況判断・見通し ： 「不足」－「過剰」 〕

→（予測）

(+11.3P)

【雇用判断（Ｄ．Ｉ．）の内訳】

[６月] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

54.7% 40.6% 4.7% ▲ 50.0

[今回] １ :過剰 ２ :適正 ３ :不足 Ｄ.Ｉ. (不足-過剰)

44.1% 50.5% 5.4% ▲ 38.7

◎雇用判断は、6期ぶりに改善した（前期に比べ11.3ﾎﾟｲﾝﾄ改善して▲
38.7）。最悪の状況は脱したものの、過剰感の強い状況が続いている。

[現状]

[今後]

◎「適正」とする企業が５割に増加したものの、「過剰」とする企業が４割を
超えており、過剰感は依然強いままである。

11.3p

◎先行きについては、来期において5.7ﾎﾟｲﾝﾄの改善にとどまるように、改
善のテンポはこれまでの落ち込みのテンポに比べ緩やかなものになるもの
と見られている。

▲ 38.7

▲ 23.3

▲ 33.0
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(4)業種別・業績判断 〔現況判断 ： 「良い」－「悪い」 〕

（+8.7P）建

（+5.3P）非
（+13.7P）

全

（+23.8P)製

(5)業種別・設備投資計画判断 〔現況判断 ： 「積増し」－「縮小・繰り延べ」 〕

（+9.4P）建

（+16.0P）非

（+16.3P）全

（+18.1P)製

◎建設業が改善に転じたことによって、製造業、非製造業（除．建設業）ととも
に、３業種そろって業績判断に改善の動きがそろったが、回復のテンポは緩や
かなものにとどまっている。

◎製造業、非製造業（除．建設業）、建設業ともに、設備投資計画判断について
は、水面下ながらも改善の動きが続いている。

▲ 25.4

▲ 28.9

▲ 23.2
▲ 22.2
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〔全 産 業〕
〔製 造 業〕

〔非製造業(除.建設業)〕
〔建 設 業〕

▲ 47.4

▲ 53.8

▲ 44.3

▲ 39.0
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(6)業種別・雇用判断 〔現況判断 ： 「不足」－「過剰」 〕

(+14.1P）非

(+2.1P）建

（+10.0P）製

◎非製造業（除．建設業）、建設業ともに、若干ではあるが改善に転じた。

◎製造業においては、２期続けての改善となったが、▲57.2と過剰感の極めて
強い状況が続いている。

▲ 57.2

▲ 26.1

▲ 27.5
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(7)景気の先行き不安要因
（複数回答）

(8)業績予想の前提

①原油価格〔通関（ＣＩＦ）〕

②対ドル・円レート〔銀行間直物〕

85%

69%

44%

40%

31%

74%

65%

42%

33%

33%

32%

31%

29%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

米国経済の先行き

個人消費の低迷

設備投資の低迷

円高

中国経済の先行き

景気対策息切れ

新型インフルエンザ

政局の不安定化

６月

今回

90～95円未満, 51% 3%

90～95円未満, 36% 95～100円未満, 55%

95～100円未満,
45%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月調査

今回

80円未満 80～85円未満 85～90円未満 90～95円未満

95～100円未満 100～105円未満 105～110円未満 110円以上

～40$,
3% 40～50$未満, 27%

50～60$未満, 20%

50～60$未満, 40% 60～70$未満, 26%

60～70$未満, 51%

3%

70～80$, 26%
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６月調査

今回

～40$ 40～50$未満 50～60$未満 60～70$未満 70～80$ 80～90$ 90$～
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日本経済の現状認識と経済政策について

１．日本経済の現状認識について
①景気現状について

②日本経済全体の景気が底を打って回復に向かう時期について

③平成21年度の経済成長率（ＧＤＰ）見通しについて

○概ね横ばいとする見方が大幅に増加して７割に迫っている一方で、後退（緩やか～大
きく）としているとする見方は２割を下回っており、下げ止まりの動きが鮮明になっている。

○現在（７～９月期）までに底を打つ（打った）と見る企業が４割を超えてきたが、来年以
降とみる企業も４割にのぼっており、先行きには不透明感の強い状況が続く見込み。

後退している, 29%4%

13%

34%

概ね横ばい, 69%

緩やかに後退
, 21%

10% 8%

大きく後退
, 12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月調査

今回

緩やかに拡大 概ね横ばい 緩やかに後退 後退している 大きく後退している

0～1％, 22%9%

-2％以下, 35%

-2～-1％, 20%

-2～-1％, 23%

-1～0％, 21%

-1～0％, 18% 0～1％, 16% 5%

1～2％, 24%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月調査

今回

-2％以下 -2～-1％ -1～0％ 0～1％ 1～2％ ２％以上

ﾌｫｰｶｽ①

来7-9月以降, 18%

1-3月
, 11%

4-6月, 20%

4-6月, 32%

7-9月, 19%

7-9月, 13%

10-12月, 21%

13%

9%

来1-3月, 18% 5%

来4-6月以降, 21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月調査

今回

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 来1-3月 来4-6月以降 来7-9月以降
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④日経平均株価の見通しについて（21年末）

２．最も期待する経済政策について

○産業競争力の強化策の拡充への期待とともに、雇用対策の拡充への期待が強くなっ
ている。

○年末においても１万円を回復するとの見方が７割近くにまで増加している。

8千～１万円, 30%

2%

1%

8千～１万円, 71%

1万～1.2万円, 66%

1万～1.2万円, 26%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月調査

今回

8千円未満 8千～１万円 1万～1.2万円 1.2～1.4万円 1.4～1.6万円 1.6万円以上

11%

16%

10%

18%

13%

7%

3%

7%

4%

9%

0%

2%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

1追加公共事業

２雇用対策拡充

３税制抜本改革

４産業競争力

５予算ムダ削減

６社会保障改革

７少子化対策

８エネルギー戦略

９地球環境問題

10中小企業支援

11農業再生

12その他
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① 景気回復の芽として期待すること

② （輸出をされている企業の方へ）貴社の輸出の増減について

③ 輸出の増加地域 ④ 輸出の減少地域

- 9 -

○米国・ＥＵ向けについては、前回とほぼ同等の結果となったが、中国・アジア向けについ
ては、「増加している」とする企業が若干増え、「減少している」とする企業が減っている。

○米国景気の回復への期待が最も高くなっており、続いて、消費マインドの回復、設備投
資底打ち、景気対策の効果発揮など、内需の回復への期待も高い。

景気回復の芽として期待すること

ﾌｫｰｶｽ②

3%

7%

19%

横ばい, 45% 減少, 48%

減少, 78%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６月調査

今回

増加 横ばい 減少
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1%

15%
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4%
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中国
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中東・ロシア
６月調査

今回

64%

40%

37%

52%

19%

58%

42%

14%

35%

17%

0% 20% 40% 60% 80%

米国

ＥＵ

中国

アジア

中東・ロシア
６月調査

今回

83%

52%

33%

40%

32%

38%

17%

23%

80%

57%

37%

34%

29%

27%

25%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

米国景気の回復

消費ﾏｲﾝﾄﾞの回復

設備投資底打ち

景気対策の効果発揮

中国景気の回復

株価の回復

失業の底打ち

為替ﾚｰﾄの安定

６月調査

今回


